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新経済政策（ＮＥＰ）後のマレーシア経済の展望

　　　マレーシア経済学会第１０回大会での研究報告の検討

西　口　清　勝
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はじめに

　近年，２１世紀は「アジア太平洋の時代」といわれ，「アジア太平洋経済圏」

について語られることが，とみに多くな った。たしかにアジア太平洋のなかで

も西太平洋の諸国 ・地域の経済発展は目覚ましく ，日本一アジァＮＩＥＳ（新興

工業経済群・韓国，台湾，香港，ノノカポール）一ＡＳＥＡＮ（東南アノア諸国連合 。

ブルネィ ，インドネシァ，マレーシァ，フィリピン，シンガポール，タイ）諸国間の

ｒ重層的追跡過程」：ダイナミツクな経済成長の波及過程が注目を集めていよ
　小論ではその中からマレーシアを取り上げ１９９０年以降の経済発展の展望を行

ないたいと思う 。われわれが現在の西太平洋諸国 ・地域の中から特にマレーシ

アを取り上げるには特別な理由がある。それは他でもない，１９９０年という年が

同国にとっ て歴史的な画期を意味する年とな っているからてある。独止以降の

マレーシアは，ブミプトラ政策（ブミプトラＢｕｍｉｐｕｔ・・ とは “土地の子”を意味す

るマレー語）とよぼれるマレー 人優先の政策をとっ てきており ，過去２０年間に

わたり ，それを具体化した新経済政策（ＮＥＰ．Ｎ・ｗ　Ｅｃｏｎｏｍｉ・ Ｐｏｌｉ・ｙ，１９７１～１９９０

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５７）
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年）を遂行してきた。本年は新経済政策の最終年にあたり ，同政策のこれまで

の実績について如何なる評価が下され，それに基づいて１９９０年以降どのような

新政策が打ち出されてくるのかに関して内外の関心が高まっ てきているのであ

る。 こうした問題を考察するに際し，われわれは小論ではマレーシアにおける

最高の権威を持つ学会のひとつであるマレー！ア経済学会（Ｍ
ａ１・ｙ・１ａｎ Ｅ・ｏｎｏ

－

ｍｉ・ Ａ・・０・ｉ・ｔｉｏｎ，会長Ｌ・・ Ｓ・・ Ｙ・ｎマレーシア中央銀行副総裁）の第１０回大会（１９８９

年８月７日～９日 ，於クアラルソプール）での研究報告の検討を通じて接近するこ

　　　　　２）
とにしたい。同大会は「１９９０年以降のマレー：■ア経済国際的抽よび国内的展

望」（ＴＨＥ　ＭＡＬＡＹＳＩＡＮ　ＥＣＯＮＯＭＹ　ＢＥＹＯＮＤ１９９０　ＡＮ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ

ＡＮＤ　ＤＯＭＥＳＴＩＣ　ＰＥＲＳＰＥＣＴＩＶＥ）をテーマにして，マハティール首相の開会

演説をもっ て始まり ，３日間の日程で６つのセッション（１ ．マレーシア経済一

今後の展望，２ ．製造業部門一実績と展望，３ ．財政再建，４ ．労働市場改革，５ ．貧

困と分配政策の諸問題，６ ．金融 ・資本市場改革）に合計１３本の研究論文が提出さ

れるという充実した内容のものであ った。ここではその全てについて検討を加

えるということはできない。「新経済政策（ＮＥＰ）後のマレーシア経済の展望」

という小論のテーマに最も関係の深い第１および第５セッショソとマハティー

ル首相の開会演説に絞って以下検討することにしたい 。

皿． 新経済政策の登場とその性格

　近年のマレー！ア経済の発展は目覚ましくＡＳＥＡＮ諸国のなかでタイとな

らんでアソァＮＩＥＳにキャヅ チソク ・アヅ ブする有力な候補と見傲されてき

ている 。先日（１９８９年１０月２３日～２４目）の経済筋力開発機構（ＯＥＣＤ）の執行委

員会でもアジァＮＩＥＳの４カ国 ・地域に劣らない経済成長を遂げているとし

てタイとマレー！アの２国を加えて６カ国 ・地域を今後ＤＡＥ（Ｄｙｎ・ｍ・・
Ａ・１・ｎ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
Ｅ・ｏｎＯｍ・・）と口乎ぶよう提案するなど大きな関心を払っている。ところで，よ

く知られているようにＮＩＣＳ（新輿工業諸国）なる用語を初めて用い本格的な検

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５８）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
討を加えたのは１９７９年のＯＥＣＤレポートであ った（１９８８年６月のトロント ・サミ

ットにおいて台湾，香港を含めて「国」と表現することが中国に誤解を与えかねないと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）の配慮のもとにＮＩＣＳの呼称をＮＩＥＳに変えるよう提案された）。 同レポートは途上

国のなかで，０工業化率（ＧＤＰに占める工業部門の割合）と ，　工業製品輸出化

率（総輸出に占める工業製品輸出の割合）をともに上昇させ，かつ，　先進工業国

との間の１人当たりの実質国民所得のギャッ プを急速に縮めている諸国を
　　　　　　　　６）
ＮＩＣＳと名付けた。このＯＥＣＤの基準に従うならば，われわれもまたマレー

シァがＮＩＥＳ化の途をつき進んでいることを確認することができる。独立

（１９５７年）当時のマラヤ（マレーシア）はゴムとスズの典型的なモノカルチ ュア

経済であり ，この２つの商品だけで輸出のほぽ３分の２を占めており ，それと

表裏の関係として工業化率は低く製造業がＧＤＰに占める割合はわずかに６％

にすぎず，他の東南アノアの諸国一タイ（１０％），フィリピノ（１４％）一よりも
　　　　　　　　７）
低かったのである。しかし近年の工業化のテンポは急速であり ，製造業が経済

発展のリー ディノグ ・セクターとな っており ，製造品の輸出が総輸出のほぽ半

分を占めるにまで伸びてきている（第１表，第２表）。

　　　　　第１表　マレーシア主要産業部門の年平均成長率（１９７６～８７年）　　　（％）

１９７６～８０年 １９８１～８５年 １９８６～８７年 １９７６～８７年

年成長率 ％ 年成長率 ％ 年成長率 ％ 年成長率 ％

農　　　業
５． ２ ２５ ．４ ３． ２ ２１ ．４ ５． ７ ２１ ．７ ４．

４ ２３ ．１

鉱　　　業
８． ３ ５． ８ ５． ９ ９．

７ ３．
７ １０ ．９ ６． ６ ８． ３

製　造　業
１１ ．１ １８ ．３ ５． ２ １９ ．５ １０ ．２ ２１ ．７ ８．

４ １９ ．４

建　設　業
１３ ．１ ４． １ ５． ８ ５． １ 一１３ ．Ｏ ３． ８ ５． ３ ４４

サービス 業
８． ９ ４３ ．７ ６． ９ ４２ ．４ ２． １ ４２ ．６ ６．

９ ４３ ．０

実質　ＧＤＰ
８． ４ ５． １ ３．

２ ６． ２

（出所）Ｍｉｎｉｓｔｒｙ　ｏｆ　Ｆｉｎａｎｃｅ，Ｍａｌａｙｓｉａ，厄６０刀ｏ閉北Ｒ¢ｏれ１９８８／８９１９８８，ｐ．５４

　１９８１年以来政権の座にあり ，新経済政策を推し進めてきたマハティール首相

の開会演説は注目を集め，現地の有力紙がこぞ って第１面のトソ プて取り上げ
　　　　　　　８）
たものであ った。マハティー ルは，もしＮＩＣＳの指漂として１人当たり実質

国民所得が３，ＯＯＯ米ドルを上回るものとするならばマレーシァはＮＩＣＳの経済

発展段階に近付きつつあるけれども ，ＮＩＣＳなる呼称は拒否をする，それは先

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５９）
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進７カ国（Ｇ７）から投げ掛けられた

「策略」（ｍ・・）であるという一見意表を

突くものであ った。しかしその拒否する

理由としては，ＮＩＣＳというラベルを貼

ることによりＧ７は特恵関税（ＧＳＰ）の

撤廃，輸出割り当ての押付け，通貨の切

り上げ要求，他の途上国への援助負担要

求さらには人権や搾取の諸問題に対する

調査要求等々を言ってくるのであ ってそ

の目的は経済成長を抑え国際競争力を奪

おうとすることにある，と言っているに

すぎず，途上国のなかで例外的に高い経

済成長を達成してきているＮＩＣＳに対

する評価という点ではマハティールのそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
れは大方の見解と異ならないのである 。

第２表　マレーシアの主要輸出品
　（単位 ：１００万マレーシア ・ドル，％）

１９８８年

金額 ％

農産物
１８ ，５１３ ３３ ．４

ゴ　　　ム
５， ２５６ ９．

５

木材丸太
４， ００７ ７． ２

木材製材
１， ８４４ ３． ３

パーム 油
４， ５３８ ８． ２

パーム核油
６３４ １．

１

その他
２， ２３４ ４． １

鉱産物
９， ２５０ １６ ．７

ス　　ズ ９１１ １．

６

石　　油
６， １２８ １１ ．１

ＬＮＧ
１， ８８５ ３． ４

その他
３２６ ０． ６

製造品
２６，９１７ ４８ ．５

その他
８０３ １．

４

合　　計
５５，４８３ １００ ．０

（出所）Ｂａｎｋ　Ｎｅｇａｍ　Ｍａ１ａｙｓｉａ，Ａ舳伽１

　　Ｒ６クｏれ１９８８
．１９８９，ｐ

．１９２

否むしろ新経済政策それ自体がマレーシアの高度経済成長を前提にしているの

である 。

　ここで後回しにしていた新経済政策の内容についてふれておくことにしよう 。

「土着」のブミブトラと自称するマレー人と移民ないしその後蕎である華人

（中国人）およびインド人から構成される典型的な「複合民族国家」

（ｍｕｌｔｌ－ｒａＣ１ａ１ｎａｔ１０ｎ）たるマレーノアにおいて，独立後最大の事件と目されてい

る１９６９年５月１３目の種族間の衡突 ＝「種族暴動」（・０ｍｍｍ・１・１０ｔ・，５月１３日事件）

後の「非常事態宣言」のなかで，従来のマレー人優先の立場をより鮮明に打ち

出す形でこの新経済政策は形成されたという経緯を持っている。新経済政策の

目的は，（１）種族にかかわりなく貧困を根絶すること（…ｄ
１・・ｔｌｏｎ　Ｏｆ　ｐ・ｖ・血ｙ）と

（２）雇用およぴ株式保有の種族別構成を変え種族間の不均衡（…１・ｌ　ｍｂ・１・ｎ・・）

を是正してマレー！ア杜会の再建を行なうこと ，の二つである。後者すなわち

種族間の不均衡とりわけマレー人と華人との間の経済格差を是正するという目

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６０）
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的を明瞭に掲げている点に新経済政策のブミプトラ政策としての性格が如実に

示されていることは明らかであろう 。しかしながら他方で「複合民族国家」に

おいて国民的統合（ｎ・ｔｉＯｎ・１ｕｎｉｔｙ）を図るためには種族間の不均衡の是正は既

存の富の再配分によるのてはなく経済発展の中て解決しなけれはならないこと

もマレーシア政府は明言しているのであり ，ここから新経済政策がその目的を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）達成するためには局度経済成長か要求されることになる 。

　第１セッショノにはＩＭＦ　　　　　第３表　１９９０年代のマレーシァ経済（％）

のスタ ッフであるＦ．ラーセ

ノ（Ｆ１ｅｍｍｍｇＬａｒｓｅｎ）の

「１９９０年代の世界経済」と

ＭＩＥＲ（Ｍａ１ａｙｓ１ａｎ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅ　ｏｆ

Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ｒｅｓｅａｒｃ ｈ，

マレーシア

経済研究所）所長のカマル ・

サリ（Ｋａｍａ１Ｓ
ａ１１
ｈ）の「１９９０

　　　　　　　　　１１）
年代のマレーシア経済」の二

低成長 基準 高成長
シナリオ シナリオ シナリオ

世界のＧＤＰ成長率 ２ ３ ４

合衆国 ０～１ ２ ３

ヨーロツパ ２ ３ ４

日　　本 ４ ５ ６

国際金利水準 十２０ 一１０

外国直接投資 一１０ 十５

成長率 ５ ７ ９

第３の要因 Ｏ ×５０ ×１００

（出所）Ｋａｍａ１Ｓａ１ｉｈ，ｏか砒 ，ｐ
．１４

つの研究報告か提出されたか，後者はまさに上述したマレーノア経済の高度成

長の必要を主張したものてあ った。カマル ・サリは新経済政策下での経済成長

のこれまでの過程を振り返り ，マレーシァにおける１人当たりＧＤＰは１９７１～

７６年の間に２倍に，１９７６～８１年の間にさらに倍増し，合計４倍にな ったが１９８１

年以降停滞し，特に１９８４～８６年には後退を見せ１９８７年から回復して来ているも

のの，８０年代の成長は全く不十分であ ったと指摘する 。そして１９９０年代に向け

て経済成長の３つのシナリオを提示し，高度経済成長のシナリオを採用するよ

う勧奨する（第３表参照）。マレーシア経済は新経済政策の下でこれまで約７％

の年平均経済成長を遂げてきており ，これが基準ないし趨勢 シナリオ
（ｂａ・・１ｍ・ｏ・ｔ・ｅｎｄ ・・ｅｎ・・１ｏ）となる。そこては１９９０年代に世界のＧＤＰは３％で

成長すること ，国際的な金利水準およびマレーシアヘの外国直接投資の水準が

ほぽ現行のまま推移すること ，およぴ次に述へる第３の要因（ｔｈ・ｔｈ１・ｄ　ｆ・・ｔ・・）

が５０％改善されること等々が仮定されている。資本，労働と並んで経済成長に

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６１）
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寄与するものとして３番目の要因（技術，企業家精神，イノヘー！ヨソ等）を重視

して，それを現在の水準よりも１００％改善し他の条件に恵まれるならぱ９％の

成長は可能である ，もし１９９０年代に９％の年平均経済成長率が維持されるなら ，

０２０００年までにマレーシアの１人当たり国民所得は倍増し，　絶対的貧困は根
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
絶され，　完全雇用は達成されるだろう ，とカマル ・サリは言う 。１９９０年以降

新経済政策を廃棄する，見直す，継続する等々の諸見解かある中でカマル ・サ

リの言わんとすることははっきりとその継続 ・延長を求めたものであると言え

よう 。事実彼自らも自分の見解を所得分配計画を伴った加速度経済成長プラ：■

と特徴付けているのである 。

皿． 新経済政策の実績と評価

　第５セヅノヨソでは世界銀行のスタ ヅフてあるＳユスフ（Ｓｈ・ｍｄ　Ｙｕ・ｕｆ）の

ｒ再分配の諸側面」，ＭＩＥＲ副所長のサイナル ・アスナム（Ｚａｍａ１Ａｚｎａｍ）の

　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
「分配政策と計画一マレー：■アの経験」およびマレーノアの民間企業（Ｓ

ｅ１ａｎｇ０・

Ｐｅｗｔ・・ 杜）杜長 ヨン ・ポー・ コ■（Ｙ
Ｏｎｇ　ＰＯｈ　Ｋｏｎ）とマラヤ大学のリム ・リソ

・リアン（Ｌｉｍ　Ｌｉｎ　Ｌｅａｎ）によるジ ョイント ・ぺ 一バー「１９９０年後の政策選択

　　　　　　　　　　　　　　１４）
を考察する場合のフレームワーク」の３つの研究報告がかされた。小論では第

２と第３のものを取り上げることにする 。

　サイナル ・アスナムの報告は，（１）貧困の根絶と（２）株式所有に関する新経済政

策のこれまでの実績をマレーシア政府の公式統計を用いてあとづけたうえで同

政策に対する彼なりの独自な評価を下したものであ った 。

　まず，（１）貧困の根絶から。マレーシア政府の推計によれぱ，１９７０年において

西マレーシア（新経済政策の期間中一貫して統計が利用可能なのは西マレーシアだけ

であるので，ここではサバおよびサラワクは含めていない）の全世帯の実に約半分

（４９３％）が「貧困線」（ｐｏｖｅ・ｔｙ１ｍｅ）以下：絶対的貧困の状態にあ った。新経

済政策の目標は，１９７０年に４９．３％もあ った貧困世帯を１９９０年に１６．７％にまで減

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６２）



　　　　　　　　新経済政策（ＮＥＰ）後のマレーシア経済の展望（西口）　　　　　　　７

少させることてあ った。マレーノア政府の発表によれは貧困世帯の割合は ，

４９．３％（１９７０年）→４３．９％（１９７５年）→２９．Ｏ％（１９８０年）→３０．３％（１９８３年）と変

　　　　　　１５）
化してきており ，最新の公式統計が利用てきる「第５次マレーノア計画の中間

報告」によれぼ１８．４％（１９８４年）→１７．３％（１９８７年）へと減少してきている（第

４表）。 こう見てくると新経済政策が貧困を根絶するうえであげた成果は目覚

ましく１９９０年目標の達成は可能であるという結論が導きだせそうである。次に

（２）株式保有について。第５表が示すように１９７１年にマレー 人４．３％，非マレー

人（主に華人）３４．Ｏ％，外国人６１．７％であ ったマレーシアにおげる株式保有比

率を１９９０年にはマレー 人３０％，非マレー 人４０％，外国人３０％に変えようという

のが新経済政策の目標であ った。同じく第５表が示すように１９８８年の株式保有

比率はマレー 人１９．４％，非マレー 人５６．Ｏ％，外国人２４．６％とな っており ，非マ

レー人と外国人に関してはそれぞれ目標を既に超過達成しているが，肝腎のマ

レー人については前進はみられるものの１９９０年目標の達成は不可能であるよう

に見える 。

第４表　西マレーシアの貧困世帯数

１９８４年 １９８７年

％ 貧困世帯数 ％ 貧困世帯数

西マレーシア
１８ ．４ ４８３，３００ １７ ．３ ４， ８５８，０００

マレー 人
２５ ．８ ３８８，８００ ２３ ．８ ３９３，５００

華　　人 ７． ８ ６６，１００ ７． １ ６１ ，７００

インド人 １０ ．１ ２５，０００ ９． ７ ２６，７００

その他
２２ ．０ ３， ４００ ２４ ．３ ３， ９００

（出所）Ｇｏｖｅｍｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｍａ１ａｙｓｉａ，〃〃一丁６舳　灰〃榊ｏ！丁加　ｒぴ泌

　　ハ１ｏ 加ツ５三〇 Ｐあ仏１９８９，ｐ．５５

　以上の新経済政策下での実績をふまえたうえで，しかしながら，貧困の根絶

と不均衡の是正に成功したとしても ，それかただちに種族間の関係を改善する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
という保証は何もないという結論をザイナル ・アズナムは下しているのである 。

アズナムはもともと新経済政策が想定している経済の高度成長と貧困の根絶お
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７）
よび不均衡の是正の間の因果関係について懐疑的であるように思われる。われ

われなりに彼の見解を言い換えれば，新経済政策が実施されたが故にマレーシ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６３）
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第５表　マレーシァの株式保有比率

　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万マレーシァ ・ドル，％）

１９７１年 １９８０年 １９８５年 １９８８年

金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％

マレーシア居住者
２， ５１２ ．８ ３８ ．３ １８，４９３ ．４ ５７ ．１ ５６，７０１ ．５ ７４ ．５ ７３，８８９．２ ７５ ．４

マ　レー 人
２７９ ．６ ４． ３ ４， ０５０．５ １２ ．５ １３，５４６ ．９ １７ ．８ １９，０５７ ．６ １９ ．４

｛個　　　　人

府機関

１６８ ．７ ２． ６
１， ８８０ ．１ ５． ８ ７， ６７９．２ １０ ．１ １２ ，７５１ ．６ １３ ．０

１１０ ．９ １．

７ ２， １７０ ．４ ６．
７ ５， ８６７ ．７ ７．

７ ６， ３０６ ．０ ６． ４

非マレー 人
２， ２３３ ．２ ３４ ．０ １４ ，４４２ ．９ ４４ ．６ ４３，１５４ ．６ ５６．７ ５４ ，８３１ ．６ ５６ ．０

外国居住者
４， ０５１ ．３ ６１ ．７ １３，９２７ ．Ｏ ４２ ．９ １１ ，２５５ ．９ ２５ ．５ ２４ ，０８１ ．８ ２４ ．６

合　　計 ６， ５６４ ．１ １００ ．０ ３２ ，４２０．４ １ＯＯ．０ ７６，１１２ ．０ １００ ．０ ９７ ，９７１ ．Ｏ １００ ．０

（出所）Ｇｏｖｅｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｍａ１ａｙｓｉａ，丁加ハｏ舳ゐ〃ｏ伽曲Ｐ加１９８１－８ａ１９８１，ｐ．６２－ｎ６ガ批乃〃ｏ伽曲Ｐ伽
　　

１９８６－９０．１９８６，ｐ．１０７．１、〃介７とｒ閉Ｒ６加６吻ｇグ７乃３ｒ”んハ１ｏ加災加戸伽 刀， １９８９，ｐ．７０

ア経済に高度成長が実現したのか，新経済政策がなくても局度成長が実現でき

たのか，いやむしろそれがなければより一層の高度経済成長が達成できたのか

の何れであるかは分からないし，新経済政策が採用されたが故に貧困が根絶さ

れ不均衡が是正されたと結論づけることができるかどうかも分からない。ただ

はっきりと言えることは新経済政策が国民的統合に向かって種族間の緊張関係

を改善するうえでさしたる貢献がなかった，ということになろう 。このアズナ

ムの見解には新経済政策が体現しているブミプトラ政策に対するマレーシアの

非マレー人種族の反発，したがって１９９０年以降の新経済政策の廃棄ないし見直

し要求への配慮が色濃く投影されているように思われる 。

　アズナムの研究報告に関してわれわれは少なくとも次の二点は指摘しておか

なければならないと考える。一つは新経済政策の実績を見る場合に用いたマレ

ーシア政府発表の公式統計に対する信愚性の問題である。まず（１）貧困の根絶か

ら。１９８０年代の初めから半ばにかげて新経済政策の前提とは裏腹にマレーシア

経済は景気後退に見舞われた。局度成長を前提として貧困世帯が減少するとい

う想定をしていたにもかかわらず，「第５次マレーシア計画」（１９８６年発表）に

よればその割合は既に見たように３０．３％（１９８３年）→１８．４％（１９８４年）へと急減

しており ，誰しも奇異に感ずるであろう 。その秘密は所得統計をそれ以前のも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
のから変更するという「工夫」を行なったことに求められる。一層の不況に陥

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６４）
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った１９８４～８６年の間の実績についてはマレーシア政府はそれを閣議内の秘密の

ものに留め，したがって当該時期を扱う「第５次マレーシア計画の中間報告」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
は公表されないのではないかとの観測すら出されていたことも付言しておこう 。

つまり新経済政策下での公式統計の発表には「政治的考慮」がつき緯っている

と言わざるをえないのである。（２）株式保有の公式統計についても同様なことが

　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
言える。原不二夫氏が指摘するように「第３次マレーシア計画」（１９７６年発表）

以降それまで含まれていたマレーシア連邦，州政府の直接保有分が除外され ，

また「種族分類不可能なマレー！ア企業」か非マレー 人のそれに組み込まれる

ことにより ，マレー 人の株式保有の割合が実際よりも低く逆に非マレー 人（主

に華人）のそれが実際よりも高く表示されるという蓋然性があることを否定す

ることは困難である。こうした公式統計を発表することによりマレーシア政府

はもはや華人企業の成長を促す必要はなく ，むしろ抑制していくべきだと言外

に主張しているととられても致し方ないであろう 。このように（１）貧困の根絶に

ついても（２）株式保有についてもわれわれは公式統計に全幅の信頼を置くことは

到底できず，従ってこうした統計に基づく政権担当者や政策担当者の主張に対

しては特に慎重な検討が必要であろう 。

　他の一つはアズナムが新経済政策下での高度成長と貧困の根絶および不均衡

の是正の間の因果関係に懐疑的であることと関わる。マレーシア経済学会の第

１０回大会の会場てマラヤ大学のノヨモ ・スノタラム（Ｊｏｍｏ　Ｓｕｎｄ・・ａｍ）教授か

貧困の根絶のためという名目で，これまで３２０億マレーシア ・ドルが支出され

たが，その内６０％は全く貧困世帯に向けられず，残りの４０％の内ほんの一部分

だけが貧困線以下の人 々に対して使われたに過ぎない，と発言していることは

　　　　　２１）
傾聴に値する。われわれもまた新経済政策の下で種族間（ｉｎｔ・卜・・…）の不均

衡は若干是正されたかもしれないか，種族内（ｍｔ・ａ一・・Ｃｅ・）の不均衡はむしろ

　　　　　　　　　　　　　　２２）
拡大してきていることを指摘した。新経済政策が掲げている目標とその実態と

の乖離あるいは同政策が想定していなかった新たな矛盾の発生等 々， 新経済政

策下でのマレーシア経済について研究すべき課題は多い。懐疑的な見解の段階

にとどまるならぼ，例えぼ次に見るような「政治的考慮」に基づく公式統計を

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６５）
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利用した政権担当者＝マハティールの主張に有効な反論を行なうことはできず ，

新経済政策下でのマレーシア経済の実態を解明する努力を放棄することに帰着

せざるをえないのではないか 。

　開会演説にある新経済政策の実績と評価に関するマハティー ルの見解を聞く

ことで本節を締め括ることとしよう 。マハティー ルはまず新経済政策は失敗で

あっ たとする批判者に反論を加える。彼らは同政策が貧困世帯を減少させ種族

間の不均衡を是正した実績を無視している 。１９７０年には約５０％もあ った貧困世

帯の割合が１９８８年には２０％以下にまで減少しているのである。新経済政策によ

り重要な前進が達成されたのであり ，それによっ て未来に向けてわれわれが前

進するための強固な基礎が与えられたと彼は言う 。返す刀で新経済政策の成果

に満足し，もはやそうした政策を継続する必要は無くな ったと主張するものに

対しても彼は次のように批判を加える。マレーシア〔のような複合民族国家〕

において種族間の経済格差を無視し，その不均衡を是正するために何もしない

というのは致命的な誤りである。実際マレー人の株式保有を３０％にするという

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
目標に対してまだその６６％しか達成できていないではないかと 。このようにマ

ハティールは自らが担当し遂行してきた新経済政策の成果を誇り ，かつ１９９０年

以降もブミプトラ政策を継続する必要を説いたのであ った 。

１Ｖ

．新経済政策後の展望

　残されていた ヨンとリー のジ ョイント ・べ 一パーをここで取り上げることに

しよう 。彼等によれば１９９０年以降の政策選択には次の３つがあるという 。ひと

つはマレー 人に対して特権的な（ｐ・１ｖ１１・ｄｇｅｄ）政策，裏返せは非マレー 人にと

って敵対的な（ｈｏ・ｔｉ１・）政策であり ，ふたつめはマレー 人に対して支援的な

（ｓｕｐｐ０・ｔｌｖｅ）政策，同じく裏返して見れば非マレー人にとっ てハノティ を負わ

せる（ｈ・ｎｄ１・・ｐｐ・ｄ）政策，最後に三番目はマレー！アにおける全ての種族にと
　　　　　　　　　　　　　　２４）
って中立的で競争的な政策である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６６）
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　マレーシア政府が新径済政策の下で採用してきたのは一番目の政策であり ，

それは非マレー人から機会の平等のみならず正当な経済的利益をも侵害すると

いう敵対的で差別的なものであ った，と彼等は厳しく批判を加える。マレーシ

アにおいて共通の経済的利益を図り国民的統合を促進していくためには１９９０年

以降はこの一番目の政策は避けるべきであり ，さもなけれぼ ロビー活動やえこ

ひいき（ｐ・ｔ・・ｎ・ｇ・，・・０ｎｙ１・ｍ）かはぴこることになろう 。経済活動への政府の過

度な介入と規制か続けば経済のタイナミスムは衰退し，国際競争力は低下し成
　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
長は阻害されるだろう ，と彼等は言う 。

　二番目の政策についてのヨ１／：リーの見解は次の通りである 。非マレー 人は

マレー 人に対して支援的ないしアファーマティフな政策
ａ冊ｍａｔ１ｖｅ　ｐｏ１１ｃ１ｅｓ

〔杜会的弱者のために機会の平等よりも結果の平等を推進する杜会政策〕か採

られるのを必ずしも拒否してきたわけではない。しかしそれは期限付きのもの

でなけれぼならない。たしかにマレーシア憲法においてマレー人の特権が保証

されているけれども ，それは独立後１５年間という期限付きのものであ ったはず

である。新経済政策はそれを１９９０年まで引き延ぼしたのである。今問題にすべ

きは１９９０年以降もそれを延長するのか，もし延長するなら何時にな ったら終え

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
るのかを明らかにすることでなければならない 。

　以上のことから ヨノとリー は， １９９０年以降は二番目の政策から次第に三番目

の政策に移行を図り市場 メカニ ズム を活用し効率を重視する方向へと向かわな

げればならない，と主張したのだ った 。

　これまでの検討結果から，ザイナル ・アズナムのそれを除けば，新経済政策

後の展望に関してはカマル ・サリ＝マハティールとヨン＝リー の間に対立があ

るかのように見える。しかし双方の見解な対立的でもまして “敵対的”でもな

く， むしろ新経済政策後の展望に関しては共通した認識があるようにわれわれ

には思われる。ヨソ＝リー が新経済政策後に目指している方向は，アジア

ＮＩＥＳのｒ成功」によって勢いを増している経済的自由主義（・・ｏｎｏｍｉ・

　　　　　　　　　　　　　　２７）１ｌ

ｂｅ・・１１・ｍ）の国際的潮流に沿 って，マレーノアにおいても政府の介入と規制か

ら企業活動を自由に解き放ち，市場 メカニ ズムと効率を重視することにより ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６７）
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１９８３年 １９８４年 １９８５年 １９８６年 １９８７年 １９８８年 １９８９年

企　業　数
４９０ ７４９ ６２５ ４４７ ３３３ ７３２ ２５５

雇用者数
４３，５３７ ５６ ，８３１ ５３，９９７ ４０，２３０ ５９，７７９ １３６，６４７

■

申請投資額
１， ０２２ ．５ １， ２１３ ．４ １， ８２３ ．７ １， ８７８．８ １， ５２９ ．４ ３． ４６９１７ １， ４７９ ．６

マレー 人
４６０ ．２ ５１５ ．４ ９９２ ．８ ７０７ ．０ ４５０ ．２ ８２２ ．６ １５０ ．０

非マレー 人 ２６６ ．Ｏ ４２２ ．６ ５０６ ．０ ６４７ ．３ ３２９ ．２ ６３６ ．６ １６７ ．４

外国人
２９６ ．３ ２７５ ．４ ３２４ ．９ ５２４ ．５ ７５０ ．０ ２， ０１０．５ １， １６２ ．２

借入金額
１， ３３５ ．６ ２， ５８７ ．７ ３， ８６３ ．２ ３， ２８４ ．４ ２， ４０４ ．５ ５， ６２４ ．２ ３， ０３２ ．４

合計
２， ３５８ ．１ ３， ８０１ ．１ ５， ６８６ ．９ ５， １６３ ．２ ３， ９３３ ．９ ９， ０９３ ．９ ４， ５１２ ．Ｏ

　　　立命館経済学（第３８巻　第６号）

第６表　マレーシア製造業部門への外国投資額

　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万マレーシァ ・ドル）

　（注）１．１９８９年の雇用者数については記載されていない
。

　　　２．１９８９年のそれは１月～４月のものである 。
（出所）ＭＩＤＡ（Ｍａｌａｙｓ１ａｎ　Ｉ　ｄ　ｔｒ　ｌ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ａｕｔｈｏｒｌｔｙ）３刎舳ｃ３０〃加〃伽〃伽伽舳ｇ８〃。ブ１９８９１９８９
　　 ・・および・・，舳畑〃伽舳紬・。。ｉｌ－１岬

’１・・｝１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
マレーシァ経済を再活性化することにある。そしてアジァＮＩＥＳがそうした

ようにマレーシアにおいても近年外国企業に対する規制は大幅に緩和され，そ

の投資額は急増している（第６表）。 カマル ・サリはこうした方向に諸手を挙げ

て賛成し外国資本の役割を重視し，１９９０年台のマレーシア経済は輸出主導の成

長（ｅｘｐｏｉ－１・ｄ　ｇ・ｏｗｔｈ）よりも（外国）投資主導の成長（ｍｖｅ・ｔｍ・ｎｔ－１・ｄ　ｇ・０ｗｔｈ）

　　　　　　　　　　　　２９）
を遂げるだろうと言っている。マハティールもまた今後のマレーシア経済の成

長は政府部門ではなくてダイナミックな民間企業部門の活動に依存しており
，

政府はそのために経済の自由化と規制緩和のための諸方策を採ることを明言し
　　３０）

ている。このように新経済政策後の展望に関して双方の間にはほぽ完全な認識

の一致か見られるのである。マハティールか上記のように述へた背後には，周

知のように新経済政策の下で族生した金融部門を除くマレーシアにおける公企

業（ｎｏｎ一丘ｎａｎ・ｌａ１ｐｕｂ１１・・ｎｔ・・ｐ・１・ｅ・）の多くかきわめて非効率てあり ，そのため

に資本資源が浪費され国家財政に大きな負担をかけるに至っているという事情

か存在する。近代的て効率的なマレー人企業並ぴにそれを有効に管理するマレ

ー人企業家層がいまだ十分に育成されておらず，その点で新経済政策は部分的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
に失敗であったことをマハティールは率直に認めているのである。こう見てく

ると双方の対立とはマハティー ルがマレー人企業並びに企業家の育成を目指し ，

他方 ヨン：リーが種族に関わりなくと表現することで非マレー 人（主に華人）

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６８）



新経済政策（ＮＥＰ）後のマレーシア経済の展望（西口） １３

企業家の利害を代弁するという有産階級内の「コッ プの中の争い」であること

が分かる。そこには農業部門と工業部門のギ ャッ
プ， 都市部の「成長の中心地

域」と農村部の「労働過剰地域」とのギ ャッ プあるいは豊かなテリートと貧し

い大衆との間の資産と所得のキャソ プ等々の問題は双方の視野からすっほりと

抜け落ちてしまっ ているのである。われわれが関心を持お研究していかたけれ

ぼならないのは，そうした諸側面に焦点をあてた新経済政策後のマレーシア経
　　　　　　　３２）
済の動向である 。

　　（付記）本稿は１９８９年度文部省科学研究費補助金 ・一般Ｃ（課題番号Ｏ１５３００３５）お

　　よぴ同国際学術研究（課題番号０１０４４１３３）による研究成果の一部てある 。

　　１）この「重層的追跡過程」については，渡辺利夫『成長のアジア　停滞のアジ

　　　 ア』東洋経済新報杜，１９８５年，を参照 。

　　２）同大会についての簡潔な現地 レポートが佐藤寛氏によっ てなされており大変参

　　　考にな った。記して謝意を表したい。佐藤　寛「クアラルンプールの熱い夏」 ，

　　　『アジアトレンド』第４８号，１９８９年１１月 。

　　３）『日本経済新聞』１９８９年１０月２６日
。

　　４）ＯＥＣＤ，丁加加〃〃げＮ舳り／〃鮒ブゴｏ〃ｚ加９Ｃｏ舳加狐１９７９．大和田恵明訳

　　　『新興工業国の挑戦』東洋経済新報杜，１９８０年 。

　　５）　『朝日新聞』１９８８年６月２２日
。

　　６）ＯＥＣＤ，砂．泓，大和田訳，前掲書，３２～４０べ 一ジ 。

　　７）詳しくは，拙稿「マレーシアの工業化とイギリス 資本」，『経営と経済』第６５巻

　　　第１号，１９８５年６月 ，を参照 。

　　８）　丁加Ｎ６りり ８炉口〃３乃舳３３，Ａｕｇｕｓｔ８．１９８９－丁加８勿４Ａｕｇｕｓｔ８．１９８９

　　ｇ）Ｏｐｅｎｍｇ　Ａｄｄｒｅｓｓ　ｂｙ　Ｙ　Ａ　Ｂ　Ｄａｔｏ　Ｓｅｒ１ Ｄｒ　Ｍａｈａｔ１ｒ　Ｍｏｈａｍａｄ　ａｔ　ｔｈｅ　Ｔｅｎｔｈ

　　　Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｍａ１ａｙｓｉａｎ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ，ＰＰ．１０－１３．なお，最近のア

　　　ジァＮＩＥＳの経済成長のスロー・ ダウノとＡＳＥＡＮ諸国の目覚ましい成長につ

　　　いては，佐藤明義 ・青木　章ｒ転機迎えるＮＩＥＳ ・ＡＳＥＡＮ経済」，『エコノミス

　　　ト』１９８９年８月１日号，参照。また，１９９０年の平均成長率の見通しにおいて

　　　ＡＳＥＡＮ諸国（７．６％）がアジァＮＩＥＳ（６．４％）を逆転すると『日本経済新聞』

　　　（１９８９年１２月１日）が報じている 。

　　１０）詳しくは，拙稿「現代マレーシアの コミュ ナリズムと所得分配構造」，『アジア

　　　研究』第３３巻第３号，１９８６年１１月 ，参照 。

　　１１）Ｋａｍａ１Ｓ
ａ１１ｈ，“Ｔｈｅ　Ｍａ１ａｙｓ１ａｎ　Ｅｃｏｎｏｍｙ　ｍ　ｔｈｅ１９９０ｓ” ａ　ｐａｐｅｒ　ｐｒｅｓｅｎｔｅｄ　ａｔ

　　　
ｔｈｅ　Ｔｅｎｔｈ　Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｍａ１ａｙｓｉａｎ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ

　　１２）　１ろゴ五，Ｐ．９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６９）
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「ブミプトラ政策の歴史的性格と国家資本の役割」，同編［マレーシアの杜会再編

と種族問題』アソア経済研究所，１９８９年，第１章，で詳しく論じられている 。

　開発経済学における国際的潮流の変化については，拙稿ｒ南北問題と経済発

展」，吉信　粛編『現代世界経済論の課題と日本』同文館，１９８９年，第３章，を

参照 。

　Ｙｏｎｇ　Ｐｏｈ　Ｋｏｎ　ａｎｄ　Ｌｌｍ　Ｌｍ　Ｌｅａｎ　ｏク６〃 ，ｐｐ１６－１７

　Ｋａｍａ１Ｓ
ａ１１ｈ，

ｏク ６〃 ，ｐ８

　Ｍａｈａｔ１ｒ　Ｍｏｈａｍａｄ砂肋 ，ｐｐ１８－１９
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　シャムスール，Ａ．Ｂ．＝ウェソ ディ ，Ａ．スミスｒマレーシアの 二一ズ，日本の

利益」，土生長穂編『アジアの行方　日本の行方』大月書店，１９８９年，所収，は

こうした問題に接近が試みられている 。
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